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（ポイント）  

北海道の人口は全国の 4.4％を占めるが、他県への流出等によりその比率は低下しており、道内では札幌等

道央への集中が強まっている。 

今後、全国を上回る早さで人口減少が進み、平成 42年までに 15％程度の人口減少が見込まれる。地域の経

済活動の担い手確保の観点からも、他地域と比べ労働力率の低い高齢者、女性の就業機会の拡大を図る必

要がある。 

 

 

１．人口規模  

北海道の総人口は 563万人（H17 国勢調査速報値）で、全国の 4.4％を占める。国内におけるウェイトは、5％

台前半で推移していた S20-40 年代前半に比べれば低下しているが、国内では千葉、兵庫、福岡の各県、海

外ではデンマーク、フィンランド等の国と同規模の水準にある。 

道内地域別では、札幌都市圏を含む道央への集中が強まる傾向があり、H17時点では61％、うち札幌都市圏

が 42％を占めている。逆に、他地域はいずれもウェイトを下げており、帯広・釧路等の道東が 18％、旭川等の

道北が 12％、函館等の道南が 9％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

＜表１ 地域ブロック別人口推移・将来推計＞ 

（資料）Ｈ１７までは総務省「国勢調査」、Ｈ２７以降は社会保障・人口問題研究所「将来推計人口」  

（注）地域ブロック 

東北・・・青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、新潟県 

北関東甲信・・・茨城県、栃木県、群馬県、山梨県、長野県 

首都圏・・・埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 

北陸・・・富山県、石川県、福井県  東海・・・岐阜県、静岡県、愛知県、三重県

近畿・・・滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

中国・・・鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 

四国・・・徳島県、香川県、愛媛県、高知県 

九州・・・福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県  
 

＜表２ 北海道の人口規模（外国・他県比較）＞ 

 



 

＜表３ 道内各地域・主要都市圏の人口・将来推計＞  

 

（資料）Ｈ１７までは総務省「国勢調査」、Ｈ２７以降は社会保障・人口問題研究所「将来推計人口」  

（注）１． 道内地域ブロックの範囲は以下の通りである 

道央（石狩、後志、空知、胆振、日高） 

道北（上川、留萌、宗谷）、道東（網走、釧路、根室） 

道南（渡島、檜山）の各支庁エリア 

  ２． 都市圏の範囲は 2000 年国勢調査における中心市への通勤・通学 10%超の市町村である 

札幌・・・札幌市、小樽市、江別市、恵庭市、北広島市、旧石狩市、旧厚田村、当別町、南幌町

帯広・・・帯広市、音更町、芽室町、中札内村、幕別町 

釧路・・・旧釧路市、釧路町、旧阿寒町、旧鶴居村、白糠町 

旭川・・・旭川市、鷹栖町、東神楽町、当麻町，比布町、愛別町、東川町、美瑛町 

函館・・・旧函館市、旧上磯町、旧大野町、七飯町、旧戸井町  
 

 

２．人口増減の動向  

地域における人口増減には、出生・死亡を原因とする自然増減と、他都府県への転出・転入を原因とする社会

増減の二つの側面がある。道内総人口（国勢調査及び「我が国の人口推計」（総務省））は H9の 570万人をピ

ークにH10以降減少に転じているが、H10-16累計の人口減少内訳を「人口動態推計」（厚労省）および住民基

本台帳人口移動報告（総務省）により見ると、自然増減が 1.3 万人の増加、社会増減が 6.7 万人の減少となっ

ている。 

 

H17の人口動態統計において、わが国はH17に、年間の死亡数が出生数を上回る自然減となり、人口減少時

代に入ったたことが明らかになった。北海道でも H15 以降自然減に転じており、H16 時点では 25道県が自然

減となっている。 



一方、社会増減の推移を見ると、H7 に札仙広福のいわゆる地方中枢都市や、茨城県等首都圏隣接地域を中

心に、北海道も含め各地方圏が軒並み社会増となったものの、H12 以降は愛知、滋賀、福岡、沖縄を除くほと

んどの府県が社会減となっており、主に首都圏に人口が流入している。 

道内各地域、主要都市圏における自然増減、社会増減を、H13末/H10末対比からH16末/H13末対比への変

化で見ると、全道各地で自然減の方向に動いている一方、社会増減については、道東で、帯広の自衛隊縮小

等によると見られる人口流出が見られるほかは概ね同様に推移しており、道北、道南は就業機会の不足等に

より人口流出が生じる構造が、道央では札幌都市圏への就学･就業に伴う人口流入が生じる構造が続いてい

ると見られる。 

 

＜図１ 道内総人口における自然増減、社会増減の状況(H10 以降累計）＞ 

 
（資料）総務省「住民基本台帳人口移動報告」、厚生労働省「人口動態統計」 

 



＜図２ 道内各地域・主要都市圏の人口増減＞ 

 

 

（資料）北海道企画振興部「住民基本台帳人口・世帯数及び人口動態」 

 

 

３．人口減少の見通し  

厚労省社会保障・人口問題研究所の中位推計では、H42 年（25 年後）にわが国全体でH17 より約 8％、約

1,000 万人減少するが北海道では、自然減への移行が全国より 2年早いこと、他都府県への人口流出が止ま

らず社会減の解消見通しが立たないため、約 15％、約 85万人と全国よりも早く減少し、国内におけるウェイト

は 4.1％程度まで低下する。 

道内地域別では、札幌都市圏が 2030 年もほぼ現状並み人口となるため、道内ウェイトは 50％（道央全体で

65％）に達するのに対し、旭川は現状の 80％程度、釧路、函館は 70％程度にまで人口が減少（道北、道東全

体は 75％程度、道南全体は 70％程度にまで減少）し、札幌一極集中がさらに顕著になる。 

 

 

４．少子・高齢化の状況と見通し  

人口を三区分（年少人口：0～14 歳、生産年齢人口：15～64 歳、老齢人口：65 歳～）に分けその構成を県別に

みると、北海道は、老年人口比率は全国平均を若干上回る程度だが、年少人口比率が東京都についで低く少

子化が進んでいるため、今後は、全国平均を上回るペースで高齢化が進む見通しにある。 

道内各地域別では、年少人口比率は、年齢の若い世帯が多い帯広を含む道東で比較的高く、全国並みとなっ

ているが、札幌を含めた道央や道南は低い。一方、老年人口比率は、道央、道東では全国並みだが、道南、

道北では高くなっている。 



＜表４ 北海道、道内地域・主要都市圏の少子･高齢化の状況と見通し＞ 

 

（資料） Ｈ１６の全国、北海道は総務省「人口推計年報」 

道内地域、都市圏は北海道「住民基本台帳人口（Ｈ．１７．３末）」 

Ｈ４２は社会保障・人口問題研究所「将来推計人口」 

 

５．高齢者、女性の労働力化について  

これからの人口減少社会においては、年少人口等、若年層がより大きく減少することが見込まれており、地域

の経済活動の担い手が不足することが懸念される。特に、北海道では前述の通り高齢化が全国平均よりも早

く進む見通しにも関わらず、現状では高齢者の労働力率が全国の中でも際だって低い。女性の労働力率も、

全体ではほぼ全国並みだが、20 歳代～40歳代では地方圏の中では低くなっている。 

少子化対策や若年層の雇用対策を進めることは人口減少（自然減・社会減）への対応上当然だが、同時に、

高齢者や女性の就業機会を拡大することが、地域の経済活動の担い手確保の観点からも有効かつ必要であ

ろう。 

 

＜図３ 高齢者（65 歳以上）の労働力状況＞ 

 
（資料）総務省「労働力調査」「人口推計年報」 



 

＜図４ 女性の労働力状況＞ 

 
（資料）総務省「労働力調査」 

 


